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第１ 計画策定の趣旨

犯罪の被害に遭わずに安全で安心して暮らすためには、県民一人ひとりが自らの防犯

意識を高めるとともに、人と人との絆を大切にして互いに支え合い、守り合うことので

きる地域社会を築くことが大切です。

このような地域社会を築くために、県民の皆さんと事業者、地域で活動する団体、行

政が力を合わせて犯罪のない安全安心まちづくり
※1

を進めることを基本として、県で

は、「高知県犯罪のない安全安心まちづくり条例 」（平成19年３月23日高知県条例第

９号 以下「条例」といいます。）を制定し 平成19年４月１日に施行しました。９号、以下「条例」といいます。）を制定し、平成19年４月１日に施行しました。

高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画は、条例第12条に基づき、犯罪のない

安全で安心なまちづくりに関する取組を総合的、かつ計画的に進めるための県の行動計

画です。

県は、この計画に基づき、知事部局、教育委員会、警察が連携して、県民の防犯意識

の向上や子ども、高齢者等の安全確保などに取り組んできましたが、このたび、第１次

計画の計画期間が平成23年度をも て終了することから 犯罪情勢や社会情勢の変化計画の計画期間が平成23年度をもって終了することから、犯罪情勢や社会情勢の変化、

う。)を策定するものです。

第２ 県民の意見の反映

この計画は、安全安心まちづくりに関する知識を有し、またその活動に尽力されてい

る団体や個人から構成される｢高知県安全安心まちづくり検討会」と、パブリック・コ

メントにより県民の皆さんからのご意見などをいただいて策定しました。

第３ 計画の期間

計画期間は、平成24年度から平成28年度までの５年間とします。

ただし、計画期間内でも、新たに計画に盛り込むべき事項が生じた場合は、必要に応、計画期間 も、新 計画 り込 事項 場合 、必要

じて計画を見直します。

※１ 犯罪のない安全安心まちづくり ・・・条例第２条に規定する※１ 犯罪のない安全安心まちづくり ・・・ ２条に規定する

(1)地域社会における県民、事業者及び地域活動団体による犯罪の防止のため

の自主的な活動

(2)県、市町村及び県民等(県民、事業者及び地域活動団体)による犯罪の防止に

配慮した生活環境の整備(啓発、情報の提供等を含みます。）

条例第

をいいます。

これまでの取組の成果や課題などを踏まえ、新たに計画（以下、｢第２次計画」とい
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第１ 高知県の現状

１ 人口減少の進行１ 人口減少の進行

平成22年国勢調査によると、本県の人口は、平成17年調査時の796,292人より

31,836人減少した764,456人です。

人口減少率は、4.0％で、この数値は、昭和40年の4.9％に次ぐ、２番目の高さと

なっており、今後の高知県にとって厳しい数値といえます。

図２ 高知県の人口と世帯数の推移
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２ 少子高齢化の進行

本県の出生数は、平成21年に過去最低の5,415人、平成22年に5,518人とやや盛り

返しましたが 減少傾向に変わりなく厳しい状態が続いています

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

人口 825,034 816,704 813,949 796,292 764,456

世帯数 291,804 304,237 321,140 324,439 321,909

出典：厚生労働省「人口動態調査」

（世帯）

返しましたが、減少傾向に変わりなく厳しい状態が続いています。

一方、国立社会保障・人口問題研究所の統計によると、本県の高齢化率
※5

は、

平成22年に28.8％で、全国平均より10年先行していると言われ、今後もより一層高

齢化が進むことが推計されています。

10 000

図３ 高知県の出生数の推移

9,350

7,182 6,939 6,811
5,916 5,518

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

（人） 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

出典：厚生労働省「人口動態調査」

（人）

※５ 高齢化率・・・65歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合をいいます。
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図４ 高知県と全国の高齢化率（老齢人口の割合）の推移と推計
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将来推計人口」

３ 県民の意識調査

県では、県政に対しての関心や意見などを把握し、その結果を県政運営の基礎資

料とするために、毎年度「県民世論調査」を実施しています。

平成21年度から平成22年度までの調査では、安全・安心の確保や地域活動に関す

る県民の関心度は必ずしも高いといえず、今後の課題も浮き彫りとなりました。

(1) 安全・安心に関する意見(平成22年度調査)

(問) 県民全体の幸福感を高める観点から、県が力を入れていくべき主な取組(21項

目)は、何だと思いますか？(５つ回答可）

(結果) 「犯罪や交通事故の少ない、安全な社会づくり」は、21項目中８番目と上位に

ありますが、回答比率は20%を下回っており、決して関心度が高いものではあ

りませんでした

率比答回目項答回

％1.26保確の定安の用雇１

％0.55りくづ域地るきで活生てし心安、ち持をいがき生が者齢高２

３ 安心して子どもを産み育てることができる社会の実現 54.2％

りませんでした。

安 子 もを産 育 る る社会 実現

％1.84興振の業産いし新るよに化度高の術技や化性活の業産場地４

％7.14供提のスビーサ療医い高の質５

％5.72策対害災るえ備にどな風台や震地海南６

％7.91保確の会機るけ受を育教い高の質７

％3.71りくづ会社な全安、いな少の故事通交や罪犯８

％5.51実充の盤基通交どな備整の路道９

％9.41りくづ人う担を県知高の来将01

32.3 34.6
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(2) 地域活動への参加（平成21年度調査）

(問） あなたは現在、どの程度地域での活動に参加していますか？

(結果) ７割以上の方が、少しでも地域活動に参加しているという回答でした。

16.3%

41.1%

16.1%

頼まれたら時々参加している

2.0%

24.5%

16.3%

無回答

ほとんど、もしくは全く参加していない

頼 参

0 10 20 30 40 500          10 20 30 40 50 

(問） 参加していないと答えた理由は、どんなことですか？

(結果) ｢時間がない｣と答えた方が多い中、身近な団体の情報が入らないという方も

多いことが分かりました。

18.8%

27.9%

41.1%

一般に参加できる人がいない

身近に団体や活動内容の情報がない

参加する時間がない

10.2%

21.4%

1.8%

14.8%

15.9%

無回答

その他

家族や職場の理解が得られない

参加したい活動や団体がない

興味がわかない

10.2%無回答

0               10               20             30               40             50   

積極的ということではないが参加している

積極的に参加している
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４ 南海地震等大規模災害に向けた対応

(1) 本県の取組

県では、今後30年間で60％程度の確率で発生するといわれている南海地震につい

て各種の対策を進めてきましたが、平成23年３月に起きた東日本大震災の発生を受

けて これまでの取組を再度検証して あらゆる方面の施策を見直すこととなりまけて、これまでの取組を再度検証して、あらゆる方面の施策を見直すこととなりま

した。

ひとたび災害が発生すれば、東日本大震災の例を見るまでもなく、災害に便乗し

た犯罪やデマ情報などによる二次的な被害も予想されます。

そこで、災害の発生により起こりうる犯罪等の被害から県民を守るため、地域活

動団体等の活性化や自主防災組織
※6

との連携の強化など、大規模災害の発生にも

備えた取組を行う必要があります。

県全世帯数

世帯数 348,793 236,097 91,777 144,320

表１ 自主防災組織の結成数(平成23年4月1日現在)

(2) 東日本大震災の発生と犯罪情勢

393,1556840,2数織組成結

0.862.767.76)％(率織組

出典：高知県南海地震対策課調べ

(2) 東日本大震災の発生と犯罪情勢

東日本大震災では、東北地方の太平洋沿岸地域が地震とこれに伴う津波により甚

大な被害を受けました。

また、被災地では、災害に便乗した犯罪や原子力発電所の事故に起因した風評被

害、デマ情報などが被災後に多数発生し、被災住民だけでなく、全国民に大きな混

乱を生じさせました。

被災
※7

お る 罪情勢 法 生 も 減少 るも被災３県
※7

における犯罪情勢は、刑法犯の発生そのものは減少しているものの、

窃盗犯の中で、無人となった民家や商店を狙った侵入盗が増加し、発生直後には、

放置車両等からガソリンの抜き取りや、ガソリンスタンドでの給油をめぐるトラブ

ルも発生しています。

※６ 自主防災組織・・・災害対策基本法（昭和36年法律第233号）第5条第2項に規定する自主防災組織をいいます。

※７ 被災３県・・・平成23年3月11日に発生した東日本大震災により、特に大きく被災した岩手県、宮城県、福島県の3県をいいま

す。

県全体の自主防
災組織

津波浸水予想地
域の自主防災組
織

それ以外の地域
の自主防災組織
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第２ 第１次計画の成果と課題等

１ 県内の犯罪等の情勢

(1) 刑法犯の発生状況

本県における近年の刑法犯発生件数は、平成16年を境に６年連続して減少していま

す また 平成22年中の件数は 8 689件で 昭和54年以来30年ぶりに１万件を割っす。また、平成22年中の件数は、8,689件で、昭和54年以来30年ぶりに１万件を割っ

た平成21年をさらに下回って減少しました。

減少した要因としては、刑法犯の大部分を占める窃盗犯のほか、知能犯の発生件数

が減っており、これは、県民の防犯意識の向上と事業者や地域活動団体等による取組

の結果によるところが大きいと考えられます。

2,735,612 
2,853,739 2,790,136 

2,562,767 

2,269,293 

2,050,850 

1,908,836 
1,818,023 

1,703,044 

1,585,856 

12 941 12 808 13 188 13 482
12,000 

16,000 

20,000 

1 500 000

2,000,000 

2,500,000 

3,000,000 

高知県全国

図５ 刑法犯発生件数の推移(10年間)

12,941 12,808 13,188 13,482 
12,298 

10,952 11,165 
10,439 9,751 

8,689 

0 

4,000 

8,000 

0 

500,000 

1,000,000 

1,500,000 

H13年 H14年 H15年 H16年 H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年
（単位：件）

全国 高知県

出典：高知県警察犯罪統計資料

区 分 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

凶悪犯(殺人、強盗等） 60 52 36 25

粗暴犯(暴行、傷害、脅迫等） 302 264 241 258

表３ 罪種別件数の推移

出典 高知県警察犯罪統計資料

（単位：件）

窃盗犯 8,693 8,168 7,615 6,789

風俗犯(強制わいせつ、賭博等） 53 60 41 53

知能犯(詐欺、横領等) 360 468 364 247

その他 1,697 1,427 1,454 1,317

出典：高知県警察犯罪統計資料
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(2) 子ども・高齢者の被害状況

刑法犯発生件数のうち、子どもや高齢者が被害者となる犯罪は、平成19年以降減少

傾向で、特に窃盗犯の被害が減ってきていることが大きな要因となっています。

しかしながら、刑法犯に占める割合は、高齢者が10％前後で推移していますが、子

子どもや高齢者の被害は、件数自体が減っているとはいえ、窃盗犯以外では増減を

繰り返していることから、窃盗犯以外の犯罪についても被害防止に向けた取組が必要

です。

表４ 子ども・高齢者の被害状況 （単位：件）

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

刑法犯発生件数 11,165 10,439 9,751 8,689

凶悪犯 6 7 4 6

粗暴犯 87 85 57 78

窃盗犯 2,415 2,287 2,177 2,026

知能犯 16 15 19 10

風俗犯 25 30 27 30

その他の刑法犯 56 75 148 137

計 2,605 2,499 2,432 2,287

刑法犯に占める割合(%) 23 3 23 9 24 9 26 3刑法犯に占める割合(%) 23.3 23.9 24.9 26.3

凶悪犯 12 12 6 5

粗暴犯 22 10 24 13

窃盗犯 855 830 741 717

知能犯 40 69 50 25

風俗犯 1 0 0 0

その他の刑法犯 161 123 112 113

計 1,091 1,044 933 873

刑法犯に占める割合(%) 9.8 10.0 9.6 10.0

出典：高知県警察犯罪統計資料

どもが増加傾向にあります。
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(3) 街頭犯罪等
※8

の状況

県民の身近なところで発生し、不安感の高い街頭犯罪等は、刑法犯の発生件数と同

様に減少しています。しかし、刑法犯に占める割合は、常に40％台と高い数値で推移

しており、中でも自転車盗や車上狙いなどの窃盗犯の発生が多いことが特徴です。

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

刑法犯発生件数 11,165 10,439 9,751 8,689

空き巣 218 243 194 158

表５ 街頭犯罪等の推移 （単位：件）

忍込み 102 34 149 54

居空き 51 28 27 32

自動車盗 62 46 36 21

オートバイ盗 813 713 803 433

自転車盗 2,764 2,709 2,512 2,472

ひったくり 35 46 75 41

車上狙い 728 619 602 566

自動販売機狙い 148 134 85 55

わい
せつ

強制わいせつ 45 40 33 31

計 4,966 4,612 4,516 3,863

刑法犯に占める割合(%) 44.5 44.2 46.3 44.5

出典：高知県警察の犯罪統計資料

※８ 街頭犯罪等 ・・・県民の身近で発生して しかも不安感の高い犯罪として※８ 街頭犯罪等 ・・・ の身近で発生して、しかも不安感の高い犯罪として

(1)道路や駅、駐車場、公園など公共の場所で発生する強制わいせつ、自動車盗、オートバイ盗、

自転車盗、車上ねらい、ひったくり、自動販売機ねらい

(2)家屋などに侵入して行われる空き巣や忍込み、居空き

県民

を街頭犯罪等といいます。高知県では、この10罪種を街頭犯罪等に指定して警戒、取締りを強化して

います。
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(6) 刑法犯の場所別発生状況(平成22年中)

平成22年中の刑法犯の発生場所は、40.5％が駐車(輪)場、道路、公園、空き地と

いった公共の場所で多発しており、住宅での発生も全体の23.8％でした。

また、いずれの場所も窃盗犯の発生が多いことが特徴です。

図６ 刑法犯の場所別発生状況(平成22年中)

400
600
800

1,000
1,200
1,400
1,600

(7) 交通事故の発生状況

戸建住宅 中高層住宅 その他の住宅 学校（注１） 駐輪場 道路上(注3) 都市公園 空き地

刑法犯 924 541 606 331 678 1,569 1,092 105 79 

うち窃盗犯 688 407 472 223 402 1,454 784 61 58 

0
200

注1・・・幼稚園を含む 注２・・・コインパーキング、月極駐車場を含む 注３・・・地下街、地下通路、高速道路は除く

ア 事故件数等の推移

県内の交通事故は、発生件数、傷者ともに減少傾向にあります。

しかしながら、事故死者数は、平成21年まで減少していたところ、平成22年に増

加するという結果となりました。

図７ 交通事故の発生状況

4,563
4,005 3,814 3,692

5,317

4,579 4,450
4,190

66
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60

80

100

120

4,000
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57

45
52

0
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0

2,000

H19年 H20年 H21年 H22年

交通事故件数 傷者数 事故死者数

(事故数
・傷者数） (死者数）

出典：高知県警察交通白書

出典：高知県警察犯罪統計資料

駐車場(注2）
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ウ 子どもの交通事故

中学生以下の子どもが関わる交通事故は、発生件数・傷者とも減少している中、

残念なことに平成21年に１名、平成22年も１名が亡くなっています。

一方、若年者のうち、16歳から19歳までの子どもは、平成22年に傷者が少し増

えていますが 全体として減少傾向にあり 死亡事故も平成21年 22年ともに発えていますが、全体として減少傾向にあり、死亡事故も平成21年・22年ともに発

生がありません。

子どもの死亡事故は、高齢者と比べて件数は少ないものの、毎年発生している

ことから、高齢者と同様に、子どもに対する取組も必要です。

表１０ 子ども（中学生以下）が関わる事故推移

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

件 数 (件) 308 275 252 217

傷 者 (人) 331 283 260 230

死 者 (人) 0 0 1 1

死者の事故原因
確認

歩行者飛び出し

出典：高知県警察交通白書

平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

表１１ 若年者（16歳以上19歳以下）が関わる事故推移

件 数 (件) 427 395 357 337

傷 者 (人) 354 341 281 285

死 者 (人) 4 3 0 0

自転車運転中 (人) 1 1 0 0

普通車運転中 (人) 1 0 0 0

二輪車運転中 (人) 2 1 0 0

二輪車同乗 (人) 0 1 0 0

死者の事故原因

出典：高知県警察交通白書

自転車安全不

違反
安全運転義務

通行区分など
速 度 超 過
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(8) 子どもに対する声かけ事案

子どもに対する声かけ事案は、過去４年間で「声かけ」が一番多く発生しており、特

に誘拐や性犯罪の前兆とみられる「声かけ」や「つきまとい等」、「わいせつ目的」の３つ

の行為が全体の半数以上を占めています。

また 対象別では 小学生に対する発生が多く 発生件数こそ年々減少しているまた、対象別では、小学生に対する発生が多く、発生件数こそ年々減少している

ものの、子どもたちにとっては、まだまだ安全とはいえない状況です。

89 90 
100 

H19年 H20年 H21年 H22年

図８ 声かけ事案の発生状況の推移（４年間）
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20 

声かけ つきまとい等 わいせつ目的 公然わいせつ 粗暴犯 盗撮 その他(件数)

出典：高知県警察生活安全企画課調べ

図９ 対象別件数
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図１０ 振り込め詐欺の発生状況
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出典：高知県警察捜査二課調べ

発生件数 275 187 120 170 70 28

被害総額

(万円) 18,038 11,081 9,115 16,638 4,334 12,153

(万円）
H17年 H18年 H19年 H20年 H21年 H22年
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(10) ＤＶ
※12

・虐待事案

ア 配偶者からの暴力の相談等

高知県女性相談支援センター
※13

に寄せられるＤＶ相談の件数は、年々増加してい

ます。また、一時保護では、ＤＶを理由とするものが全実施数の６～７割を占めてい

ますます。

ＤＶ事案は、被害者のみならず、ＤＶのある家庭の子どもにも大きな影響を与える

ことから、行政や関係機関、民間支援団体等の連携による継続的な取組が必要です。

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

表１２ ＤＶ相談の受理状況 （単位：件）

相談件数 1,488 1,738 1,601 1,631

うちＤＶの相談 322 381 459 632

一時保護の実施 87 83 91 82

うちＤＶによるもの 57 57 62 59

出典：高知県女性相談支援センター資料

イ 児童虐待の相談・通報状況

平成22年度中に児童相談所が受けた虐待通告や相談は、312件で、そのうち142件が

後の調査で虐待と認定されています。

虐待の種別は、身体的虐待が67件と一番多く、次いでネグレクト(育児放棄)、心理

的虐待
※14

性的虐待 う結 な 虐待者 実 が 件 番的虐待
※14

、性的虐待という結果でした。なお、虐待者の別では、実母が68件と一番

多く、次いで実父、実父以外の父親の順でした。

児童虐待と認定した件数は、平成22年度の155件より減少しているものの、相談の受

付は増加しているなど地域社会の関心も高いことから、今後も通告や相談を受けてか

らの素早い対応が重要であると言えます。

※１２ ＤＶ・・・ドメスティック・バイオレンスの略。配偶者や恋人などの親密な関係にある、またはあった者からふるわれる暴力。

「配偶者」には 元配偶者や事実婚にある者を含みます「配偶者」には、元配偶者や事実婚にある者を含みます。

※１３ 高知県女性相談支援センター・・・

※１４ 心理的虐待・・・著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。例えば、言葉による暴力、一方的な恫喝、無視や拒否、否定、

自尊心を踏みにじる行為など。

の防止及び被害者の保護に関する法律」に基づく被害者の早期発見や必要な相談、調査・

指導、一時保護などを行う機関です。

「売春防止法」に基づく要保護女子の転落の未然防止と保護更生、｢配偶者からの暴力
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児童虐待相談受付件数 312件

うち虐待と認定した件数 142件

身体的虐待 67件(47.2％)

ネグレクト(育児放棄) 44件(31 0％)

表１３ 児童虐待の発生状況(平成22年度）

ウ 高齢者虐待の相談・通報状況

平成22年度中に受けた高齢者虐待の相談や通報件数のうち 要介護施設従事者によ

ネグレクト(育児放棄) 44件(31.0％)

心理的虐待 25件(17.6％)

性的虐待 6件(4.2％)

出典：高知県児童相談所資料

平成22年度中に受けた高齢者虐待の相談や通報件数のうち、要介護施設従事者によ

るものは10件で、そのうち虐待事実が確認されたのは２件でした。

また、養護者によるものは、相談等の件数が230件で、前年と比べて26件増加してい

るものの、虐待事実が確認されたのは116件と前年から２件減少しています。

虐待の種別は、それぞれ身体的虐待が一番多く、そのほか養護者による虐待では、

心理的虐待や介護等放棄、経済的虐待
※15

が前年より減少しているものの、まだまだ

多い状態です。

これら高齢者虐待は、虐待者が被虐待者の子どもである場合が多く、虐待する側も

される側も虐待の事実を隠す傾向にあり、潜在的なケースも多いと考えられることか

ら、行政や関係機関、地域住民との連携による継続的な取組が必要となります。

表１４ 高齢者虐待の発生状況(平成22年度） （単位：件）

要介護施設従事者等による虐待 養護者による虐待

平成22年度 (前年比) 平成22年度 (前年比)

相談・通報件数 10 +1 230 +26

虐待の事実が認められた件数 2 0 116 -2

身体的虐待 2 0 74 +8

介護等放棄 1 +1 30 -10

心理的虐待 1 0 45 -6

性的虐待 0 -1 0 0

経済的虐待 0 0 29 -15

出典：高知県高齢者福祉課資料

※１５ 経済的虐待・・・年金や預貯金、財産を横取りされたり、あるいは不正に使用されたりすることにより経済的に負担を強

いられること。
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２ 第１次計画の指標と状況確認指標

第１次計画では

重点目標１ 「県民の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体
※18

による

自主的な活動を促進する」

重点目標２ 「県民、事業者、地域活動団体、行政の連携を進める」

重点目標３ 「高齢者、障害者、女性、子どもの安全を確保する」

重点目標４ 「犯罪の防止に配慮した生活環境の整備を促進する」

という４つの目標を掲げ、さらに可能なものについて

・計画の取組を数値で目標化した「指標」

・取組状況の経年変化を確認していくための｢状況確認指標」取組状況の経年変化を確認していくための 状況確認指標」

をそれぞれ設定し、取組の効果の評価や検証をすることとしています。

(1) 「指標」の状況

平成23年３月末現在において、目標として掲げた「指標」の結果は、次のとおり

ですです。

取組内容 数値目標 実 績 達成率

あんしんＦメ ル※17 登録者数 12 000名 8 666名 72 2％

(平成23年3月末現在)

県民一人ひとりの防犯意識を高めるため、あんしんＦメールの登録を進めてきた

ところ、平成23年３月末の登録者数は8,666名（達成率72.2％）でした。

しかし、あんしんＦメールに関する加入促進の広報の不足などから、現在伸び悩

みの傾向にあり、今後は登録者の加入を促すよう広報等による働きかけを強化する

あんしんＦメール 登録者数 12,000名 8.666名 72.2％

ことが課題となります。

※１８ 地域活動団体・・・自治体、老人クラブなどの高齢者団体、婦人会などの女性団体その他の地域的な共同活動を行う団体を

いいます。

※１９ あんしんＦメール・・・警察が把握した子どもに不安を与える声かけやつきまといなどのいわゆる不審者情報やひったくり、路

上でのわいせつ行為など身近な犯罪情報を警察本部のファクシミリ、あるいは県民の皆さんが登録し

た携帯電話にメールで提供するものです。

ア 「県民一人ひとりの防犯意識を高める」取組について
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(2) 「状況確認指標」の状況

「状況確認指標」の進行状況は、以下のとおりです。

取組内容 平成19年9月時点 平成23年3月末現在

設立または活動を支援した防
犯活動団体数

11団体 28団体(累計)

シンボルマーク及び標語の利
用団体数

地域における推進体制設置数

事業者、地域活動団体と締結
11件 23件(累計)

した協定・覚書数
11件 23件(累計)

防犯活動団体と合同パトロー
ルを実施した回数

114件
380件

(年間平均364件）

高齢者を対象とする防犯教室
の開催回数

141件
273件

(年間平均445件）

従業員研修の中で防犯教育を
行った観光事業者数行った観光事業者数

県管理道路の自転車・歩行者
道設置延長キロ数

道路照明灯※28 の設置基数 14,660基 15,476基(累計）

ロードボランティア※29 の
登録団体数

426団体
8,978人

583団体
10,646人

村 村
地域に委託している道路維持
(草刈り等）

27市町村
89路線
262箇所

29市町村
85路線
152箇所

建築確認時の防犯に関する
リーフレットの配布数

未作成
共同住宅用 108件(累計)
戸建住宅用 327件(累計)

深夜スーパーにおける防犯設
備の整備率

防犯ベル配備 76％
カラーボール

※30
配備 77％

防犯ベル配備 85％
カラーボール配備 90％

※２８ 道路照明灯・・・道路交通の安全・円滑な利用を図ることを目的に、道路照明施設設置基準に基づき、道路管理者が交差点

や横断歩道などに設置する交通安全施設の一つです。

※２９ ロードボランティア・・・道路の美化や清掃、緑化などのボランティア活動に取り組んでいる地域住民や老人クラブ、婦人会、

学校、企業などの団体や個人で、申請により土木事務所長が認定しているものをいいます。

※３０ カラーボール・・・蛍光塗料の液体が入ったプラスチック製のボールをいいます。逃走する犯人の足元や車両にめがけて投

げつけ、当たると割れて塗料が付着し、重要な証拠や逃走経路などを特定できる利点があります。

左： 342.025㌔
右： 402.275㌔

左： 360.912㌔
右： 419.946㌔

未調査 6.5％

未作成

未調査

32団体

160団体
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１ 県民の防犯意
識を高め、県民、
事業者、地域活動

体 自

３ 取組体系

【基本目標】

（２）県民 事業者 地域活動団体による

（１）県民一人ひとりの防犯意識を高める

団体による自主的
な活動を促進する

２ 県民、事業者、
地域活動団体、行
政の連携を進める

（２）県民、事業者、地域活動団体による

自主的な活動を促進する

（２）日常の生活の場におけるネットワー

（１）県民運動として取り組むための仕組

みをつくる

政の連携を進める
クをつくる

（１）学校等における児童等の安全を確

保する

３ 高齢者、障害者、
女性、子ども等の
安全を確保する

（２）通学路等における児童等の安全を

確保する

（３）子どもの安全を確保する

（４）高齢者、障害者、女性の安全を確

保する

４ 犯罪の防止に配

（５）観光旅行者等の安全を確保する

（１）犯罪の防止に配慮した道路、公園、

駐車場及び駐輪場を普及する

（２）犯罪の防止に配慮した住宅を普及
４ 犯罪の防止に配
慮した生活環境の
整備を促進する

５ 南海地震等の大

（３）犯罪の防止に配慮した店舗等を普

及する

（２）犯罪の防止に配慮した住宅を普及

する

（１）市町村による災害時の防犯対策を
５ 南海地震等の大
規模な災害に対応
した防犯対策を推
進する

（２）防犯活動団体等による災害時の防

犯対策を支援する

支援する

【重点目標】 【基本的方策】
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【具体的な取組事項】

(1)広報・啓発の充実 (2)情報共有の促進 (3)防犯活動団体に対する支援
(4)防犯活動を担うリ ダ の育成 (5)青色回転灯装備車両運行団体の拡充

(1)広報・啓発の充実 (2)犯罪の発生状況や防犯対策に関する情報等の提供

(4)防犯活動を担うリーダーの育成 (5)青色回転灯装備車両運行団体の拡充
(6)事業者による活動の促進 (7)高齢者による活動の促進
(8)幅広い世代の地域活動への参画の促進

(1)ネ トワ クづくり (2)防犯活動団体との連携の促進

(1)広報・啓発の充実 (2)全県的な推進体制の強化
(3)地域における推進体制づくりに対する支援 (4)市町村に対する支援

(1)ネットワークづくり (2)防犯活動団体との連携の促進

(1)通学路等における児童等の安全の確保のための指針の周知及び助言

(1)学校等における児童等の安全の確保のための指針の周知及び助言
(2)学校等の安全確保体制づくりの促進
(3)学校等における児童等の見守り活動等の推進 (4)児童等への安全教育の充実
(5)防犯環境整備の促進

(1)通学路等における児童等の安全の確保のための指針の周知及び助言
(2)通学路等における児童等の見守り活動等の促進
(3)通学路等の環境整備の促進

(1)広報・啓発の充実 (2)子どもたちを健やかに育てる取組

(1)広報・啓発の充実 (2)高齢者の見守り活動の推進
(3)障害者の見守り活動の推進 (4)女性の犯罪被害回避に関する取組

(1)安全情報の提供 (2)従業員等に対する防犯教育の促進

(1)犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等に関する指針の周知
(2)犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場の整備

(1)金融機関に対する啓発 (2)深夜小売店舗に対する啓発

(1)犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等に関する指針の周知
(2)住宅の安全に関する情報の提供 (3)公営住宅の指針に基づく整備

(1)地域の防災計画への「防犯の視点」の反映

(1)防犯活動団体等の活動促進と早期始動に対する支援
(2)自主防災組織による防犯活動への参画の働きかけ

(2)発生前の備え及び発生後の対応への支援
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(2) 犯罪の発生状況や防犯対策に関する情報等の提供

① 広報紙等による情報の提供

県民や事業者の防犯意識を高めるため、交番や駐在所で発行する「ミニ広報紙」
※32

や「交番・駐在所速報」
※33

の内容を一層充実させ、犯罪の発生情報などをタイム

リ に提供するとともに テレビやラジオ等のメディア 市町村広報紙等を活用してリーに提供するとともに、テレビやラジオ等のメディア、市町村広報紙等を活用して

幅広い情報の提供を行います。 （地域課）

② 「あんしんＦメール」による不審者等の情報の提供

県民が地域の不審者情報や身近な犯罪情報をタイムリーに手に入れられるよう、県

民に対して 携帯電話を活用した情報の提供（あんしんＦメール）を行います民に対して、携帯電話を活用した情報の提供（あんしんＦメール）を行います。

（生活安全企画課）

③ ホームページを活用した犯罪情報等の提供

県民が効果的に自分の安全を守ることができるよう、警察のホームページにより、

県民に対して 県内の犯罪情報や不審者情報などを提供します県民に対して、県内の犯罪情報や不審者情報などを提供します。

（生活安全企画課）

④ 効果的な防犯活動に関する取組事例等の提供

夜間の門灯の点灯やあいさつ運動など、効果的な防犯対策に関する取組事例や防犯

効果のある機器などについての情報を県民や事業者に提供します効果のある機器などについての情報を県民や事業者に提供します。

（県民生活・男女共同参画課、生活安全企画課）

⑤ 悪質商法等に関する情報の提供

公的機関を装って振り込みを求められるなどの架空請求
※34

、不必要な住宅のリ

フォームを執拗に迫られるなどの悪質商法
※35

に関し 県民が被害に遭わないようフォ ムを執拗に迫られるなどの悪質商法 に関し、県民が被害に遭わないよう、

広報紙やホームページなどにより、県民に対して、情報の提供を行います。

（県民生活・男女共同参画課）

※３２ ミニ広報紙・・・地域住民のニーズに応じた地域安全情報を身近な話題として伝えるため、警察署や交番、駐在所で、県

民の皆さんの住む地域を担当する警察官が毎月発行する「新聞」をいいます。

※３３ 交番・駐在所速報・・・ ・駐在所から迅速に伝達したい地域安全情報を簡潔に記載して、人目につきやすい場所にポ※３３ 交番 駐在所速報 駐在所から迅速に伝達したい地域安全情報を簡潔に記載して、人目に きやすい場所にポ

※３４ 架空請求・・・

※３５ 悪質商法・・・虚偽説明、脅迫、販売目的隠匿などの方法で、高額・粗悪な商品やサービスを購入させるものをいいます。

スターのように掲示して情報を提供するものをいいます。地域で発生した事件事故の発生速報や迷

子の手配などを内容としたものが多く、随時発行しています。

架空の有料サイト利用料金債権回収や裁判の取り下げを口実に、ダイレクトメールや電子メールを送付す

るなどして、お金をだまし取ろうとするものなどをいいます。

交番



― 36 ―

(1) 広報・啓発の充実

① 様々な広報媒体を活用した広報・啓発活動

犯罪のない安全安心まちづくりについて、県民や事業者、地域活動団体の理解を深

２ 県民、事業者、地域活動団体による自主的な活動を促進する

め、地域の防犯意識を高めるため、テレビやラジオなどのメディア、県の広報紙、

ホームページなど様々な広報媒体を活用して、防犯に関する広報・啓発を行います。

（県民生活・男女共同参画課、学校安全対策課、生活安全企画課）

② 安全安心まちづくりキャンペーンの実施
※36

毎年10月11日から20日まで行われる全国地域安全運動
※36

期間中に、県民、事業者、

地域活動団体、関係機関と連携して、街頭キャンペーンなどを行います。

（県民生活・男女共同参画課、学校安全対策課、生活安全企画課）

③ 地域活動の機会を捉えたキャンペーンの実施

交通安全運動など各種の活動の機会を捉えて、県民、事業者、地域活動団体に対し

て、地域で行われる防犯活動への参加を働きかけます。

（県民生活・男女共同参画課、学校安全対策課、生活安全企画課）

(2) 情報共有の促進

① 域 情報交換① 地域における情報交換

県民、事業者、地域活動団体による自主的な防犯活動を促進するうえで、必要な地

域における情報を共有するため、市町村と連携して、警察署単位で警察、事業者、地

域活動団体などがそれぞれ有する情報を交換する会を開催します。

（生活安全企画課）

② 防犯活動団体の活動内容等の公表

防犯活動団体の活動を活性化させるとともに、その活動内容などの情報を県民や地

域活動団体が共有し、参考にすることができるよう、防犯活動団体から情報の提供を

受けて、県のホームページなどで公表します。

（県民生活・男女共同参画課、生活安全企画課）

※３６ 全国地域安全運動・・・毎年10月11日から同月20日までの10日間、防犯協会や地域安全の関係機関・団体及び警察が一

層緊密に連携を図り、地域安全活動の効果を最大限に上げるとともに一層の浸透と定着を図り、安

心して暮らせる地域社会を実現することを目的に、全国で実施される地域安全活動をいいます。
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(3) 防犯活動団体に対する支援

① 防犯活動団体の設立の支援

防犯活動団体の設立を促進するため、設立時に出前講座や講師の派遣、資料提供な

どを行うことにより、防犯活動のノウハウや犯罪に関する情報などを提供するととも

に ベスト 帽子 腕章など活動に必要な物品を提供します （生活安全企画課）に、ベスト、帽子、腕章など活動に必要な物品を提供します。 （生活安全企画課）

② 防犯活動団体の活動への支援

防犯活動団体の活動を促進するため、防犯活動団体に対して、青色回転灯、ベスト、

帽子、腕章など活動に必要な物品を提供します。 （生活安全企画課）

(4) 防犯活動を担うリーダーの育成

地域における防犯活動を活性化させるため、研修会等の開催などにより、活動の核

となって積極的に活躍するボランティアのリーダーを育成します。

(5) 青色回転灯装備車両運行団体の拡充( ) 青色回転灯装備車両運行団体 拡充

地域における防犯パトロールを促進するため、全市町村において青色回転灯装備車

両が運行されるよう、防犯活動団体などに対して働きかけます。 （生活安全企画課）

(6) 事業者による活動の促進

防犯上特に配慮を要する高齢者や障害者、女性、子どもを犯罪の被害から守るため、防犯上特に配慮を要する高齢者や障害者、女性、子どもを犯罪の被害から守るため、

事業者に対して安全シェルター活動
※37

に取り組むよう、働きかけます。

（生活安全企画課）

青色回転灯装備車両による防犯活動青 転 装備 防 動

※３７ 安全シェルター活動・・・事業者や地域住民が、子どもや女性などの弱者を犯罪や事故から守るため、「こども110番のい

え」、｢安全安心推進の店」、「かけこみ110番連絡所」などの名称で、緊急時に民家や事業所を安

全シェルターとして提供する活動をいいます。

（学校安全対策課、生活安全企画課）



― 38 ―



― 39 ―



― 40 ―

(4) 市町村に対する支援

市町村が自らの犯罪のない安全で安心な地域社会の実現に向けた取組などを実施し

ていくよう、働きかけるとともに、情報の提供などの必要な支援を行います。

（県民生活・男女共同参画課、生活安全企画課）

(1) ネットワークづくり

① 地域における支え合いのネットワークの構築

２ 日常の生活の場におけるネットワークをつくる

地域の支え合いのネットワーク構築のため、事業者及び地域活動団体に対して、県

と犯罪のない安全安心まちづくりや地域の見守りに関する協定等を締結するよう、働

きかけます。

② 中山間地域における安全・安心の確保に向けた仕組みづくり

過疎化・高齢化などで世帯数が減少し、コミュニティ機能が低下した地域において、

住民同士の助け合いや近隣集落、ＮＰＯ、住民グループ等の連携で、集落維持・存続

や支え合い、安全・安心の仕組みづくりにつながる取組を支援します。

( ) 防犯活動 体と 連携 促進(2) 防犯活動団体との連携の促進

防犯活動団体と連携して、見守り活動や合同防犯パトロールを行うほか、防犯活動

団体に対し、必要な情報を提供します。 （生活安全企画課）

（地域福祉政策課、生活安全企画課）

（地域福祉政策課、中山間地域対策課）
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《安全安心まちづくり推進体制のイメージ》

高 知 県 安 全 安 心 ま ち づ く り 推 進 会 議 ( 平 成 2 0 年 1 月 2 5 日 設 立 )

県域における安全安心まちづくりの体制

庁 内 に お け る 体 制

高知県犯罪のない安全安心まちづく
り庁内推進会議

地 域 に お け る 推 進 体 制

◆市町村域・学校区域における推進体制

◆取組に 協議 検討

連携 連携

教育委員会(4課)

知事部局(15課)

り庁内推進会議
◆取組についての協議、検討
◆情報共有と意見交換

社会福祉施設

◆安全安心まちづくりに関する県の取組の総

◆安全安心まちづくりに関する取組について
市町村

学校等

警察署

地域住民

地域活動団体

教育委員会(4課)

県警本部(2課) 事業者 観光関連施設

社会福祉施設
警察署

県民と、本県を訪れる人すべてが安全に安心して暮らし、滞在す

◎県民、事業者及び地域活動団体等による犯罪の防止のための自主的な活動の推進
◎県、市町村及び県民等による犯罪の防止に配慮した生活環境の整備の促進

県民と、本県を訪れる人す てが安全に安心して暮らし、滞在す
ることができる高知県の実現

□役　員：会長（高知県知事）副会長4名
□構成員：団体・事業者（41）、有識者（3）、行政（39）
□役　割：安全安心まちづくりに関する取組についての協議、検討

情報と意見交換
安全安心まちづくりに関する取組の普及啓発

合的な実施

の協議及び担当間の調整

の整備
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第３ 高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する（重点目標３）

【現状と課題】

(1) 学校等における児童等の安全の確保のための指針の周知及び助言

１ 学校等における児童等の安全を確保する

学校等において児童等の安全が確保されるよう、学校等の設置・管理者
※42

に対し

て、「学校等における児童等の安全の確保のための指針」の周知を図るとともに、必

要な助言などを行います。

県立の施設については、「学校等における児童等の安全の確保のための指針」に基

づき、児童等の安全対策の充実強化を図ります。

（私学・大学支援課、障害保健福祉課、児童家庭課、生涯学習課（私学 大学支援課、障害保健福祉課、児童家庭課、生涯学習課

学校安全対策課、生活安全企画課）

※３９ 地域包括支援センター・・・改正介護保険法の施行に伴い、公正・中立な立場で、高齢者などの総合相談支援、高齢者虐待

の早期発見・防止などの権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント支援、介護予防ケアマネジメ

ントの4つの機能を担う地域の中核機関をいいます。

※４０ 配偶者暴力相談支援センタ ・・・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」に基づき ＤＶ被害者の早期※４０ 配偶者暴力相談支援センター・・・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」に基づき、ＤＶ被害者の早期

発見と相談、一時保護などを行う被害者救済の中核的役割を持つ機関をいいます。

※４１ 観光旅行者等・・・観光旅行などで本県を訪れる者のほか、ビジネスなどの観光以外の目的で本県を訪れる人すべてをいい

ます。

※４２ 学校等の設置・管理者・・・公立学校にあっては、設置者は地方公共団体、管理者は教育委員会及び校長です。私立学校に

あっては、設置者または管理者は学校法人などです。

◎子どもの安全確保では、危機管理マニュアルの作成や学校設備等の安全点検などに取

り組んできましたが、地域や家庭を交えた情報交換会や安全マップの作成率が低調で、

しかもスクールガード・リーダーの委嘱人員が減少するなど課題が多く残りました。

◎高齢者や障害者、女性の安全確保では、民生委員・児童委員や地域包括支援セン

ター※39との連携などの取組を行ってきましたが、高齢者の交通事故や虐待防止、障害者

の特性に配慮した取組、女性を対象とした各種教室の実施が低調であるなど課題も残っ

ています。

◎配偶者からの暴力（ＤＶ）は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、被害者の

多くは、女性となっています。配偶者暴力相談支援センター※40に寄せられる相談件数は

年々増加しており、関係機関や団体の連携による取組が、ますます必要となっています。

◎また、観光旅行者等※41の安全確保では、観光関連業者への周知不足や観光旅行者向け

の情報発信不足などの課題があります。

◎子どもや高齢者、障害者、女性、観光旅行者等は、様々な犯罪から守るべき弱者であり、

学校や福祉施設、事業者、観光関連業者等と連携して、安全を確保する取組を継続して

いく必要があります。
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② 安全マップ作成の促進

児童等の危険予測能力、危険回避能力を高めるため、学校の設置・管理者に対し

て、安全マップの作成による安全教育を行うよう、働きかけます。

（学校安全対策課、生活安全企画課）

(5) 防犯環境整備の促進

学校等へ不審者が侵入して、児童等へ危害を加えることを防ぐため、学校等の設

置・管理者に対して、施設・設備の整備と定期的な安全点検を実施するよう、働き

かけます。

朝倉第二小学校に設置している学校パトロー
ル隊詰所の模様

朝倉第二小学校で待機する青色回転灯装備
車両

「さすまた」訓練の模様

（私学・大学支援課、障害保健福祉課、児童家庭課、生涯学習課、

　学校安全対策課）
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(1) 広報・啓発の充実

テレビやラジオなどのメディア、県の広報紙、ホームページなどの様々な広報媒体

を活用した地域ぐるみで子どもを守る意識を高めます。

３ 子どもの安全を確保する

（県民生活・男女共同参画課、学校安全対策課、生活安全企画課）

(2) 子どもたちを健やかに育てる取組

① 子どもへの虐待をさせないという気運を高めるための取組の実施

地域社会において、子どもへの虐待をさせないという気運を高めるための広報啓発

を行います。 （児童家庭課）

② 虐待やいじめから子どもを守るネットワークの活用

虐待やいじめから子どもを守るという意識を高め、虐待やいじめの早期発見、早期

対応のため、学校、ＰＴＡ及び民生委員・児童委員（主任児童委員）などがつながる

既存のネットワークを活用できるように取り組みます。

（地域福祉政策課、児童家庭課、生涯学習課、人権教育課

小中学校課、高等学校課、特別支援教育課、少年課）

③ ルールや法を守る心を育てる取組の実施

子どもが周りの大人との信頼関係に支えられながら、幼児期から物事の善悪を正し

く判断する力を養い、ルールや法を守る心を育みます。

※４７ フィルタリング・・・インターネット上のウェブページなどを一定の基準で評価判別し、選択的に排除などする機能のことをいい
ます。

④ 子どもがネット上のトラブルに巻き込まれない取組の実施

インターネットや携帯電話などの普及が急速に進む中で、子どもが被害者にも加害

者にもならないようにするため、実態把握に努めるとともに、携帯電話などにおける

フィルタリング
※47

の普及や情報に関するモラルの教育を行います。

（人権教育課、小中学校課、高等学校課、生活安全企画課）

（少子対策課、幼保支援課、少年課）
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⑤ 犯罪に巻き込まれない力を育成する取組の実施

子どもが犯罪に巻き込まれないよう、危険を察知し回避できる能力を育成するため、

誘拐被害防止教室などの取組を行います。 （学校安全対策課、少年課）

⑥ 親の子育て力を高めるための支援

子育てやしつけなどに悩みや不安を抱く保護者や家族などに対して、講話や相談な

どにより児童養育を支援します。

⑦ 子どもたちが安全で安心して過ごせる居場所づくりの推進

放課後や週末などに学校の余裕教室や地域において、学習支援やスポーツ、文化活

動または地域住民との交流活動を行うなど、子どもの安全で安心な居場所づくりを推

進します。 （生涯学習課）

⑧ 高知県学校・警察連絡制度
※48

の適正な運用による学校と警察、保護者が連携した子

どもへの支援

高知県学校・警察連絡制度の適正な運用により、学校と警察、保護者との連携を強

化するとともに、相互理解を深めて、問題行動等の発生及び再発の防止に努め、子ど

もの健全育成に取り組みます。

（人権教育課、小中学校課、高等学校課、特別支援教育課、少年課）

誘拐被害防止教室の模様
登下校時の見守り活動の模様

※４８ 高知県学校・警察連絡制度・・・児童生徒の問題行動等に対し、教育委員会・学校、警察が問題の所在を相互に理解して連

携を図り、子どもの健全育成に役立てるための制度。

（児童家庭課、少子対策課、幼保支援課、少年課）
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(1) 広報・啓発の充実

地域社会において、高齢者などへの虐待やＤＶなどの暴力を許さない気運を高める

ための広報啓発を行います。 （高齢者福祉課、県民生活・男女共同参画課）

４ 高齢者、障害者、女性の安全を確保する

(2) 高齢者の見守り活動の推進

① 市町村等と連携した見守り活動の実施

市町村や地域安全協（議）会
※49

などと連携して、高齢者が地域において安全で安

心して生活できるよう、個別訪問による高齢者の見守り活動を行います。

（生活安全企画課、地域課）

② 地域活動団体等と連携した見守り活動の実施

高齢者をターゲットにした架空請求や悪質商法などによる被害を防ぐための講習会

などを開催するほか、地域活動団体の協力を得て、個別訪問などによる情報の提供や

啓発を行います （県民生活 男女共 参 課 生活安全企 課 地域課）啓発を行います。 （県民生活・男女共同参画課、生活安全企画課、地域課

③ 地域包括支援センターを中心とする見守り活動への支援

地域包括支援センターを中心とする高齢者に関する行政機関、福祉保健所、医療機

関、ＮＰＯ、老人クラブなどのネットワークが行う高齢者の見守り活動に対し、情報

の提供などの支援を行いますの提供などの支援を行います。

(3) 障害者の見守り活動の推進

① 市町村や事業者等の行う見守り活動の促進

障害者が地域において安全で安心して生活できるよう、市町村や事業者などが連携

して行う障害者の障害特性に配慮した見守り活動を促進しますして行う障害者の障害特性に配慮した見守り活動を促進します。

※４９ 地域安全協（議）会・・・県内の16警察署内に16団体が組織されている地域安全活動の中核的な団体。幼稚園や小学校にお

ける「誘拐被害防止教室」、高齢者を対象とした「悪質商法被害防止教室」などの防犯活動や防犯活

動団体との合同防犯パトロールの実施、「地域安全ニュース」の発行による広報活動など地域におけ

る幅広い地域安全活動を行っています。

）

（高齢者福祉課)

（障害保健福祉課、生活安全企画課）
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第４ 犯罪の防止に配慮した生活環境の整備を促進する（重点目標４）

【現状と課題】

(1) 犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等に関する指針の周知

１ 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場を普及する

(1) 犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い道路、公園、駐車場及び駐輪場が普及していくよう、「犯罪の防止に

配慮した道路等の構造、設備等に関する指針」の周知を図ります。

（道路課、都市計画課、公園下水道課、経営支援課、県民生活・男女共同参画課、

生活安全企画課）

(2) 犯罪の防止に配慮した道路、公園、駐車場及び駐輪場の整備

県が管理する道路等について、「犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等に関

する指針」に基づき、照明灯などの設置による明るさの確保、草刈り、除草、剪定な

どによる見通しの確保などの整備に努めます。 （道路課、都市計画課、公園下水道課）

※５１ 道路等・・・道路、公園、駐車場及び駐輪場をいいます。

※５２ 金融機関・・・銀行、信用金庫、労働金庫、貸金業者などをいいます。

※５３ 深夜小売店舗・・・午後10時から翌日の午前5時までに営業している小売店舗をいいます。

◎平成22年中の刑法犯は、40.5％が駐車(輪)場や道路、公園、空き地などの公共の場所で

発生し、住宅での発生も23.8％に上ります。

◎犯罪の防止に配慮した道路等※51の整備では、街路灯の設置や歩道・自転車道の整備、

ロードボランティアによる道路の見通しの確保などの取組を進めてきましたが、市町村ごと

に差があったり、事業の実施が樹木の成長に追いつかないなどの課題が残りました。

◎住宅の整備では、一般住宅や共同住宅向けの防犯指針を示したリーフレットの配布など

を進めてきましたが、県内全域への指針の周知不足や防犯性の高い住宅用品の普及が

進まないなどの課題も残っています。

◎また、金融機関※52や深夜小売店舗※53等の整備では、防犯ベルやカラーボール等の整

備、防犯訓練などを進めてきましたが、支店や店舗数が多く、防犯訓練等が全ての店舗

まで実施できないという課題があります。

◎公共の場所や住宅などで発生する犯罪は、県民の不安感が極めて高く、県民のみなさん

が安全で安心して利用するためには、犯罪の防止に配慮した道路や駐車場、住宅、店舗

等を普及していく必要があります。
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(1) 犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等に関する指針の周知

防犯性の高い住宅が普及していくよう、県民、事業者、地域活動団体、建築関係団

体に対し、リーフレットやホームページなどで情報の提供などを行い、「犯罪の防止

２ 犯罪の防止に配慮した住宅を普及する

に配慮した住宅の構造、 設備等に関する指針」の周知を図ります。

（住宅課、建築指導課、県民生活・男女共同参画課、生活安全企画課）

(2) 住宅の安全に関する情報の提供

① 住宅の防犯対策についての情報の提供

既存住宅を含めた住宅性能表示
※54

の普及や犯罪の防止に配慮した住宅の普及のた

め、住宅における防犯についての情報収集と、ホームページなどによる情報の提供を

行います。 （住宅課、生活安全企画課）

② 防犯機器の情報の提供

ホームページや展示などにより、補助錠やセンサーライトなどの防犯機器、その他

の情報提供を行い、犯罪の防止に配慮した住宅の普及を図ります。

(3) 公営住宅の防犯指針に基づく整備

県営住宅について、「犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等に関する指針」に

基づく整備に努めるとともに、市町村営住宅についても、同様の整備に努めるよう、

。すまい行を導指と供提の報情てし対に村町市

※５４ 住宅性能表示・・・

（生活安全企画課）

（住宅課）

平成11年6月に施行された「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づき、良質な住宅を安心して取

得できる市場を形成するために創設された、住宅の性能を分かりやすく表示する制度をいいます。
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第５ 南海地震等の大規模な災害に対応した防犯対策を推進する

（重点目標５）

【現状と課題】

◎近い将来必ず起こるとされる南海地震への対策は、本県にとっても重要な課題です。

◎安全確保に関する取組は、地域住民が力を合わせて取り組む必要があるという点で、防

災活動とも通ずるものがあります。

◎そして、地域によっては、防犯と防災の担い手が重なっていて、地域における防犯活動が

活性化することは、そのまま自主防災組織の結成や活性化へとつながります。

◎また ひとたび大規模な災害が発生すると 無人の家屋や店舗等を対象とする窃盗事件◎また、ひとたび大規模な災害が発生すると、無人の家屋や店舗等を対象とする窃盗事件、

長期的な避難生活によるストレスや物資不足などからくる生活上のトラブル
※55

、災害に

便乗した詐欺や悪質商法など、様々な事件や事故の発生が予想され、これらに対する備

えも大切です。

◎災害の発生後に県民の安全を確保できるよう、発生する前から防犯活動団体と自主防災

組織のそれぞれの活動の活性化や連携強化への支援を行うことが重要です。

(1) 地域の防災計画への「防犯の視点」の反映

大規模な災害が発生した後は、様々な事件や事故などの発生が予想されることから、

市町村に対して 防災や復興に関する各種計画に ｢防犯の視点」を反映した取組を

１ 市町村による災害時の防犯対策を支援する

市町村に対して、防災や復興に関する各種計画に、｢防犯の視点」を反映した取組を

盛り込むよう働きかけます。

（南海地震対策課、県民生活・男女共同参画課、生活安全企画課）

(2) 発生前の備え及び発生後の対応への支援

市町村にお 災害発生後 防犯活動を円滑に行うため 備えが進むよう 災害市町村において、災害発生後の防犯活動を円滑に行うための備えが進むよう、災害

時の犯罪や防犯活動の事例などの情報を提供するとともに、市町村が開催する会議や

研修へ、実際に被災地等で活動経験のある有識者や職員を派遣するなどの支援を行い

ます。

また、実際に災害が発生した場合には、被災地での犯罪の発生状況や、被災者に対

する生活上のトラブルに関する情報提供など、市町村による防犯活動が迅速・適切に

行えるための支援を行います。 （県民生活・男女共同参画課、生活安全企画課）

※５５ 生活上のトラブル等・・・治安やライフライン、健康などにかかわるデマ情報、避難所等における被災者間のもめ事、子ど
もの通学や通園、子育てなどに関する不安からくるトラブルなどをいいます。
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重点目標及び取組項目 平成２２年度 平成２８年度重点目標及び取組項目 平成２２年度 平成２８年度

【重点目標１】・・・「県民の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体による自主的な
活動を促進する」

あんしんＦメール登録者数

（担当課 生活安全企画課）

８，６６６名 １５，０００名
（担当課：生活安全企画課）

防犯活動団体の活動内容等の公表件数

（担当課：県民生活・男女共同参画課）

４５件 １００件

青色回転灯装備車両運行団体数
７０団体 １３０団体

（担当課：生活安全企画課）

７０団体 １３０団体

【重点目標３】・・・「高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する」

危機管理マニュアルの策定率
①公立幼稚園、小学校、中学校、高等学校（特別支援学校を含む）

② 学校 学校 高等学校
１００．０％ １００％

②私立小学校、中学校、高等学校 ８２．４％
―

１００％
１００％

学校の安全点検の実施率
①公立幼稚園、小学校、中学校、高等学校（特別支援学校を含む）

②私立小学校、中学校、高等学校（特別支援学校を含む）

③保育所、私立幼稚園

９５．９％
８５．０％

―

１００％
１００％
１００％

地域ボランティアによる校内外の巡回等実施率（小学校のみ） ７３．９％ １００％

通学路の安全点検の実施率
①公立小学校 ７７．４％ １００％①公立小学校
②私立小学校

（担当課：①学校安全対策課、②私学・大学支援課）

― １００％

第１ 目標数値

（担当課：①学校安全対策課、②私学・大学支援課、③幼保支援課）

（担当課：①学校安全対策課、②私学・大学支援課、③幼保支援課）

③保育所、私立幼稚園

（担当課：学校安全対策課）

（特別支援学校を含む）
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第２ 状況確認指標

【重点目標１】・・・「県民の防犯意識を高め、県民、事業者、地域活動団体による自主的な

【重点目標２】 「県民 事業者 地域活動団体 行政の連携を進める」【重点目標２】・・・「県民、事業者、地域活動団体、行政の連携を進める」

【重点目標３】・・・「高齢者、障害者、女性、子ども等の安全を確保する」

重点目標及び取組項目 平成１９年度 平成２２年度

設立または活動を支援した防犯活動団体
（担当課：生活安全企画課）

１１団体 ２８団体

若い世代による地域活動団体数
（担当課：生活安全企画課）

なし ６団体

シンボルマーク及び標語の利用団体数
（担当課：県民生活・男女共同参画課）

(19年度策定） ３２団体

地域における推進体制設置数
（担当課：県民生活・男女共同参画課）

(19年度策定） ６２団体

事業者、地域活動団体と締結した協定等数 １１件 ２３件
（担当課：県民生活・男女共同参画課）

防犯活動団体と合同パトロールを実施した回数
（担当課：生活安全企画課）

１４４件 ３８０件

子どもに対する防犯教室や防犯に関する訓練の実施校数
①公立幼稚園、小学校、中学校、高等学校（特別支援学校を含む）

②私立小学校、中学校、高等学校（特別支援学校を含む）

③保育所、私立幼稚園

（担当課：①学校安全対策課、②私学・大学支援課、③幼保支援課）

７１．８％

５９．５％

２８２/４２４校
８/１８校

２２５/２９９園

教職員に対する防犯に関する訓練や研修等の実施校数
①公立幼稚園、小学校、中学校、高等学校（特別支援学校を含む）

②私立小学校、中学校、高等学校（特別支援学校を含む）

６７．８％ １３２/４２４校
６/１８校

③保育所、私立幼稚園 (未調査) ２２４/２９９園

安全マップの作成校数
①公立小学校
②私立小学校

（担当課：①学校安全対策課、②私学・大学支援課）

６４．８％ １３３/２１３校
―

高齢者を対象とする防犯教室の開催回数 １４１件 ２７３件
（担当課：生活安全企画課）

１４１件 ２７３件

従業員研修の中で防犯教育を行った観光事業者数
（担当課：観光政策課）

(未調査) ６．５％

（担当課：①学校安全対策課、②私学・大学支援課、③幼保支援課）

活動を促進する」
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第２ 状況確認指標

重点目標及び取組項目 平成１９年度 平成２２年度

県管理道路の自転車・歩行者道設置
延長キロ数

（担当課：道路課）

右 ： ４０２．２７５㎞ 右 ： ４１９．９４９㎞

道路照明灯の設置基数

（担当課：道路課）

ロードボランティアの登録団体数 ４２６団体
８，９７８人

５８３団体
１０，６４６人

地域に委託している道路維持（草刈り）

住宅の防犯に関するリーフレットの配
布数

（担当課：住宅課、建築指導課、
県民生活・男女共同参画課）

(19年度リーフレット作成)

【建築確認時（県・本庁）】
共同住宅用 ： 108件
戸建住宅用 ： 327件

【長期優良住宅認定時（県）】
戸建住宅用 ： 215件

（担当課：生活安全企画課）

防犯ベル配備 ： 76％
カラーボール配備 ： 77％

防犯ベル配備 ： 85％
カラーボール配備 ： 90％

【重点目標４】・・・「犯罪の防止に配慮した生活環境の整備を促進する」

深夜スーパーにおける防犯設備の整
備率

（担当課：道路課）

（担当課：道路課）

１４，６６０基 １５，４７６基

延長　１４７１.９㎞ 延長　１６３４.３㎞

左 ： ３４２．０２５㎞ 左 ： ３６０．９１２㎞

２７ 市町村 ２９ 市町村
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目次

前文

第１章 総則（第１条－第12条）

第２章 県民等による自主的な活動の促進等（第13条－第15条）

第４章 道路等、住宅及び店舗等における防犯への配慮（第21条－第23条）

附則

犯罪の被害に遭わずに安全で安心して暮らせる社会は、私たちすべての県民の願いであ

るとともに、生活の基盤となるものである。

私たちは、これまで高知の豊かな自然の中で育(はぐく)まれた温かい心と、日ごろの近

所づきあいを大切にしながら、助け合う地域社会を築いてきた。

しかし、近年の急激な社会情勢の変化によって、人々の価値観や生活様式が多様化し、

地域社会の連帯感や社会の規範意識が希薄化したことなどが背景となって、日常生活が営

まれる身近な場所での犯罪が増加している。

犯罪の被害に遭わずに安全で安心して暮らすためには、私たち一人ひとりが自らの防犯

意識を高めるとともに、個人の自主性や基本的な人権が尊重される中で人と人との絆(き

ある。

ここに、私たちは、住む人にとっても訪れる人にとっても安全で安心して暮らすことの

できる、このような地域社会を築くために、ともに力を合わせて犯罪のない安全で安心な

まちづくりを進めていくことを決意し、この条例を制定する。

（目的）

第１条 この条例は、犯罪のない安全安心まちづくりについて、基本理念を定め、県、県

民及び事業者の責務並びに自治会その他の地域的な共同活動を行う団体（以下「地域活

動団体」という。）の役割を明らかにするとともに、県が実施する取組の基本となる事

項を定めることにより、犯罪のない安全安心まちづくりを推進し、もって県民及び本県

訪 す 安全 安 暮ら 滞在す 域社会 実 寄を れる人すべてが に 心して し、 ることができる地 の 現に

与することを目的とする。

第３章 安全の確保等（第16条－第20条）

１第 章 総則

ず な )を大切にして互いに支え合い、守り合うことのできる地域社会を築くことが大切で
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第２章 県民等による自主的な活動の促進等

（防犯活動団体の活動内容等の公表）

第13条 県は 地域活動団体のうち犯罪のない安全安心まちづくりを行う団体（以下第13条 県は、地域活動団体のうち犯罪のない安全安心まちづくりを行う団体（以下

「防犯活動団体」という。）の活動内容等の情報を県民等が共有することができるよ

う、防犯活動団体から情報の提供を受けて、その公表を行うものとする。

（防犯活動団体と自主防災組織との連携に対する支援）

第14条 県は、防犯活動団体が犯罪のない安全安心まちづくりに当たって、自らの力で

地域を守るという共通の理念を有する自主防災組織（災害対策基本法（昭和36年法律

第223号）第５条第２項に規定する自主防災組織をいう。以下この条において同じ。）

と連携することができるよう、防犯活動団体及び自主防災組織に対し、市町村と連携

して、必要な情報の提供等を行うものとする。

（高齢者の参加に対する支援）

第15条 県は、地域活動の重要な担い手である高齢者が県民等が行う犯罪のない安全安

心まちづくりに積極的に参加することができるよう 高齢者及びその関係団体に対心まちづくりに積極的に参加することができるよう、高齢者及びその関係団体に対

し、必要な支援を行うものとする。

第３章 安全の確保等

（学校等における児童等の安全の確保）

第16条 県は、学校（学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校（大学

を除く。）及び同法第124条に規定する専修学校の高等課程をいう。）、児童福祉法

（昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福祉施設等（以下「学校等」と

いう。）における児童、生徒、乳幼児等（以下「児童等」という。）の安全の確保に

関する指針を定めるものとする。

２ 学校等を設置し、又は管理する者（以下「学校等の設置者等」という。）は、前項

の指針に基づき 当該学校等の施設内において 児童等の安全を確保するよう努めるの指針に基づき、当該学校等の施設内において、児童等の安全を確保するよう努める

ものとする。

３ 県は、学校等の設置者等に対し、当該学校等の施設内における児童等の安全を確保

するための対策の実施について、情報の提供、助言等を行うものとする。

４ 県及び学校等の設置者等は、連携して、児童等に対し、犯罪による被害を受けない

ようにするための教育を充実するよう努めるものとする。

５ 第12条第３項から第５項までの規定は、第１項の指針について準用する。５ 第12条第３項から第５項までの規定は、第１項の指針に いて準用する。
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（通学路等における児童等の安全の確保）

第17条 県は、児童等の通学、通園等の用に供されている道路又は児童等が日常的に利用

している公園等（次項において「通学路等」と総称する。）における児童等の安全の確

保に関する指針を定めるものとする保に関する指針を定めるものとする。

２ 通学路等を管理する者、児童等の保護者、地域住民、学校等の設置者等及び通学路等

の所在する区域を管轄する警察署長は、連携して、前項の指針に基づき、当該通学路等

における児童等の安全を確保するよう努めるものとする。

３ 第12条第３項から第５項までの規定は、第１項の指針について準用する。

（子どもの安全の確保のための取組）

第18条 県、学校等の設置者等及び県民等は、連携して、子どもが正しい規範意識を持つ

ことによって犯罪に巻き込まれることなく健全な生活を営むことができるよう、その育

成に努めるものとする。

（高齢者等の安全の確保）

第19条 県は、市町村及び県民等と連携して、高齢者、障害者、女性、子ども等の防犯上

の配慮を要する者の安全を確保するために必要な情報の提供等を行うものとするの配慮を要する者の安全を確保するために必要な情報の提供等を行うものとする。

（観光旅行者等の安全の確保）

第20条 県は、観光に関する事業を営む者と連携して、観光旅行者その他の本県を訪れる

人の安全を確保するために必要な情報の提供等を行うものとする。

第４章 道路等、住宅及び店舗等における防犯への配慮

（犯罪の防止に配慮した道路等の普及等）

第21条 県は、犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有する道路、公園、駐車場及び駐輪

場（以下この条において「道路等」という。）の普及に努めるとともに、犯罪の防止に

配慮した道路等の構造、設備等に関する指針を定めるものとする。

２ 道路等を設置し、又は管理する者は、前項の指針に基づき、当該道路等を犯罪の防止

に配慮した構造 設備等を有するものとするよう努めるものとするに配慮した構造、設備等を有するものとするよう努めるものとする。

３ 第12条第３項から第５項までの規定は、第１項の指針について準用する。

（犯罪の防止に配慮した住宅の普及等）

第22条 県は、犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有する住宅の普及に努めるととも

に、犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等に関する指針を定めるものとする。

２ 住宅を建築しようとする者又は住宅を所有し、若しくは管理する者は、前項の指針に２ 住宅を建築しようとする者又は住宅を所有し、若しくは管理する者は、前項の指針に

基づき、当該住宅を犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有するものとするよう努める

ものとする。
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３ 第12条第３項から第５項までの規定は、第１項の指針について準用する。

（犯罪の防止に配慮した店舗等の整備）

第23条 銀行その他の金融機関及び深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をい第23条 銀行その他の金融機関及び深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をい

う。）に営業する小売店舗において事業を営む者は、犯罪の防止に配慮した構造、設備

等を有する店舗等の整備に努めるものとする。

附 則

この条例は、平成19年４月１日から施行する。

附 則（平成19年10月16日条例第78号）

この条例は、規則で定める日(平成19年規則第137号で、平成19年12月26日とする｡)から施

行する。
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５ 緊急時に備えた体制の整備等

学校等の近隣において児童等に危害が及ぶおそれがある事案が発生した場合及び不

審者が学校等に侵入しようとし、又は侵入した場合に備えて、警察、消防等の関係機

関等と連携し、以下のような取組に努めるものとする。

(1) 不審者侵入時の危機管理 アルの策定 点検 評価(1) 不審者侵入時の危機管理マニュアルの策定、点検、評価

(2) 教職員等の危機対応能力の向上を図るための指導、研修、訓練の実施

(3) 学校等の近隣において児童等に危害が及ぶおそれのある事案が発生した場合の保

護者への連絡、登下校等の方法の決定

(4) 不審者が学校等に侵入しようとし、又は侵入した場合の緊急時における教職員等

の連携に基づく緊急体制（監視・侵入阻止・排除体制及び警察への通報、児童等の

避難誘導方法）の確立避難誘導方法）の確立

(5) 学校行事等の開放時における安全確保に必要な人員の配置

(6) 遠足等、施設外での活動における緊急時の連絡通報体制の整備

(7) 学校等の内外における巡視

(8) 安全教室、護身術等の防犯訓練、緊急救命訓練等の実施

(9) 近隣の学校等、警察、県、市町村その他関係機関との情報連絡網の整備

(10) 臨床心理士、スクールカウンセラー等の専門家や専門機関との連携による心の

ケアの支援体制の確立

(注１)：｢学校等｣とは、小学校、中学校、高等学校、高等専門学校、特別支援学校、幼稚園、専

修学校(高等課程に係るものに限る。)、児童福祉施設(助産施設、乳児院、母子生活支援施

設、保育所、児童厚生施設、児童養護施設、知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろう

あ児施設 肢体不自由児施設 重症心身障害児施設 情緒障害児短期治療施設 児童自立支あ児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支

援施設、児童家庭支援センター)、放課後子どもプラン推進事業の用に供される施設、学習

塾等をいう。

(注２)：｢警報装置｣とは、警報ベル、ブザー等をいう。

(注３)：｢通報装置｣とは、赤外線センサー、モニター付きインターホン等をいう。

(注４)：｢通報システム｣とは、校内緊急通話システム、警備会社との連絡システム等をいう。

(注５)：｢こども１１０番のいえ｣とは、子どもを犯罪の被害から守るため、民家・事業者が子ど

も緊急避難先として、避難してきた子どもの保護と警察等への連絡を行うものとして、特に

被害者となりやすい子どもを守る環境づくりを推進していく活動の拠点となるもので、警察

署長が指定したものをいう。
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５ 防犯活動団体との連携

特に地域で児童等の登下校時の見守り活動を行っている団体やタウンポリス(注３)、

地域安全推進協議会(注４)等の防犯活動団体と連携し、以下のような取組に努めるもの

とする。

(1) 通学路等及び周辺の廃屋 空き家等の安全点検の実施(1) 通学路等及び周辺の廃屋・空き家等の安全点検の実施

(2) 通学路等での見守り活動等の推進

(3) 情報の共有化

(注１)：｢学校等｣とは、小学校、中学校、高等学校、高等専門学校、特別支援学校、幼稚園、専

修学校(高等課程に係るものに限る。)、児童福祉施設(助産施設、乳児院、母子生活支援施修学校(高等課程に係るものに限る。)、児童福祉施設(助産施設、乳児院、母子生活支援施

設、保育所、児童厚生施設、児童養護施設、知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろう

あ児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支

援施設、児童家庭支援センター)、放課後子どもプラン推進事業の用に供される施設、学習

塾等をいう。

(注２)：｢こども１１０番のいえ｣とは、子どもを犯罪の被害から守るため、民家・事業者が子ど

も緊急避難先として、避難してきた子どもの保護と警察等への連絡を行うものとして、特に

被害者となりやすい子どもを守る環境づくりを推進していく活動の拠点となるもので、警察

署長が指定したものをいう。

(注３)：｢タウンポリス｣とは、地域住民による自主防犯組織で、犯罪の予防などのために防犯パ

トロール、道路、公園等の安全点検等の環境点検活動等を重点的に行う団体として、警察署

が支援・援助を行っている団体をいう。

(注４)：｢地域安全推進協議会｣とは、地区地域安全協(議)会長と警察署長から委嘱された地域安

全推進員により組織された団体をいい 構成員である地域安全推進員は 地域安全に関する全推進員により組織された団体をいい、構成員である地域安全推進員は、地域安全に関する

情報の地域住民への伝達、地域住民の意見及び要望の取りまとめ等を行う地域住民との連絡

拠点としての活動を行っている。
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(ｴ) 画像が記録された媒体は、管理責任者が指定した施錠された場所に保管し、

また、記録された画像へのアクセスについても管理責任者が指定した場所で行

うこと。

(ｵ) 画像が記録された媒体は、法令に基づく場合等を除き、利用目的以外の用途

(ｶ) 道路等を設置し、又は管理する者は、適正な管理、運用に当たっての規程を

作成し、防犯カメラの設置及び利用が適正なものとなるよう努めること。

り組んでいる地域住民や老人会、婦人会、学校、企業等の団体や個人で、申請により、土

木事務所長が認定しているものをいう。

(注３)：｢道路照明｣とは、道路交通の安全、円滑な利用を図ることを目的に、交差点や横断

歩道等に道路照明施設設置基準に基づき、道路管理者が設置する交通安全施設の一つであ

る。

(注１) ｢犯罪企図者｣とは、犯罪を行おうとする者をいう。:

(注４) ｢地下道等｣とは、地下道ほか、ガード下等の人車が通行する道路をいう。:

識別できる程度以上の照度をいい、平均水平面照度(床面又は地面における平均照度)が概

ね３ルクス以上のものをいう。

(注６)：｢人の顔及び行動が明確に識別できる程度以上の照度｣とは、１０メートル先の人の

顔、行動等が明確に識別でき、誰であるか明確にわかる程度以上の照度をいい、平均水平

面照度が概ね５０ルクス以上のものをいう。

(注７)：｢チェーン用バーラック｣とは、駐輪場に固定されている金属製の棒(バー)をいい、

ことができる設備をいう。

(注８)：｢サイクルラック｣とは、チェーン用バーラックと同様の機能を有するもので、一台

ごとのスペースが明確に区分されているものをいう。

止、オートバイについてはハンドルロック、自転車についてはツーロックなどのカギ掛け

の呼びかけのほか、管轄警察署から入手した犯罪情報及び防犯グッズ等を紹介することを

いう。

(注９)：｢防犯のための広報｣とは、自動車についてはカギ掛けや貴重品の車内の保管の禁

(注５)：｢人の行動を視認できる程度以上の照度」とは、４メートル先の人の挙動、姿勢等が

に供し 又は第三者に提供しないこと

(注２)：｢ロードボランティア｣とは、道路での美化や清掃、緑化等のボランティア活動に取

これと自転車等をチェーン錠で結ぶことにより 自転車・オートバイ等の盗難を防止する、
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知事部局

教育委員会 幼保支援課長、生涯学習課長、人権教育課長、スポーツ健康教育課長

警察本部 生活安全企画課長、少年課長

事務局 文化生活部県民生活・男女共同参画課

南海地震対策課長、地域福祉政策課長、高齢者福祉課長
障害保健福祉課長、児童家庭課長、私学・大学支援課長、
県民生活・男女共同参画課長、地域づくり支援課長、観光政策課長
道路課長、都市計画課長、公園下水道課長、住宅課長、建築指導課長

２ 高知県犯罪のない安全安心まちづくり庁内推進会議 委員名簿２ 高知県犯罪のない安全安心まちづくり庁内推進会議 委員名簿

（五十音順）

職役名氏 備 考

足達 和世 一般社団法人香南市観光協会事務局長 副会長

池ノ上 宏文 高知県小中学校ＰＴＡ連合会会長

氏家 千加 ＹＣＰＫ代表

岡部 早苗 社団法人高知県建築士会理事

長会長次局務事会長校学中小県知高彦一栗小

鈴木 彬夫 財団法人高知県老人クラブ連合会理事

須内 宗一 高知市市民協働部参事

髙橋 尚良 高知県タウンポリス連絡協議会会長

田村 みどり 高知県地域安全アドバイザー連絡会代表

寺尾 敦子 高知県連合婦人会会長

前田 長司 高知県民生委員児童委員協議会連合会会長

水田 信幸 高知県経営者協会専務理事

壬生 澄雄 社団法人高知県防犯協会専務理事

山中 千枝子 千斗枝グローバル教育研究所代表

１ 高知県安全安心まちづくり検討会 委員名簿
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会議名 日 時 会 場 テ ー マ

第１回 県警本部

第２回 県警本部

第３回

会議名 日 時 会 場 テ ー マ

第２回 県警本部

第３回 県警本部

平成23年 9月 6日
14:00～

平成23年12月 7日
14:00～

平成24年 2月21日
10:00～

平成23年 9月 9日
14:00～

平成23年12月 6日
10:00～

県警本部

2次計画素案の内容検討
策定スケジュールの確認

条例施行に至る経緯の報告
推進計画に基づく取組結果の報告
2次計画策定の必要性
策定作業スケジュール

2次計画案の内容検討・提案決議

策定作業の進捗状況

2次計画素案のイメージ
2次計画の取組内容の確認、検討

2次計画素案の内容検討
策定スケジュールの確認

３ 検討会及び庁内推進会議の開催状況

高知県安全安心まちづくり検討会

高知県犯罪のない安全安心まちづくり庁内推進会議

第１回 森連会館
平成23年 4月19日
10:00～

推進計画に基づく取組と実績報告
2次計画の策定
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